
天理大学・国際学部・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４６０２

基盤研究(B)（海外学術調査）

2018～2014

ASEAN経済統合・EPA下の医療保健人材の東アジア域内移動と職場適応の実証研究

Study on migration and adaptation of healthcare workforce under ASEAN economic 
integration and EPA in East Asia

１０３３７７５１研究者番号：

奥島　美夏（Okushima, Mika）

研究期間：

２６３０００３７

年 月 日現在  元   ６ ２７

円    12,500,000

研究成果の概要（和文）：本研究では保健医療人材の東アジア（東南アジアを含む）域内移動と職場適応につい
て、日本・東南アジア間のEPA（経済連携協定）とASEAN域内MRAs（職業資格相互認証協定）による影響に着目し
つつ分析した。東アジア最大の受入国シンガポールと送出国フィリピンに比して、研究蓄積が遅れている受入国
マレーシアとブルネイ、送出国インドネシアとベトナム、看護教育のASEAN拠点をめざすタイを中心に、政策、
学校教育、職場適応状況などを調査した。結論として、諸経済協定を通じた受け入れは一時的人材確保にはなる
が定着しにくく、定着のインセンティブ、勤務時間・休暇制度などの待遇改善、老年看護学の再教育等が必要と
される。

研究成果の概要（英文）：　　This research project aims to describe process of migration and 
adaptation of healthcare workforce in East Asia (including Southeast Asia), especially through EPA 
(Economic Partnership Agreement) and ASEAN Mutual Recognition, and to clarify the problems. We 
analyze by dividing the area into three, (1) receiving countries of healthcare workforce (Singapore,
 Malaysia, Japan etc.), (2) sending countries within East Asia (Indonesia, Vietnam, etc.), and (3) 
providing not of manpower but rather of education and training services (Thailand). 
　　As provisional conclusion, the recruitment via the economic agreements or networks above can not
 ensure semi-permanent manpower, and even it stimulates further chain migration out of East Asia 
(EU, Australia, etc.). Hence, offering of more incentives (including cultural and spiritual ones), 
improvement of working conditions, and control of sending policy of healthcare workforce need to be 
conducted. 

研究分野：文化人類学、東南アジア地域研究

キーワード： 文化人類学　看護学　経済学　政治学　移住労働　経済協定　東南アジア　ケア

  ４版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本では2008年より東南アジアの看護師・介護福祉士候補、また中国人看護生などを受け入れ、その制度改善や
職場定着について受け入れ機関・行政・市民などさまざまな主体が試行錯誤してきた。経済協定ベースの受け入
れは、日本のみならず周辺受け入れ諸国でも課題が多く、外国人人材の長期的就労・定着には、例えば二国間で
のより密な教育・就労プログラムや文化交流を通じた囲い込み制度なども必要であることがうかがわれる。ま
た、この研究調査を通じて研究メンバーはタイ、インドネシア、マレーシアにおいて行政・教育機関と連携して
ワークショップ、共同調査、ゲスト講義を開催し、研究手法・知見の社会還元を実施した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
 近年、先進諸国の少子高齢化と看護・介護人材の需要拡大により、人材獲得競争が世界的に
激化している。米豪や EU諸国では外国人看護師・介護士、その他の補助的人材（ヘルスケア
アテンダントなど）の受け入れを 1990 年代より拡大し、また家事と介護を兼ねる個人宅雇い
のメイドやホームナースは欧米だけでなく中東やアジア NIEs、マレーシアなどでも急増した。
日本でも 2008年より EPA（経済連携協定）を通じて東南アジア諸国の看護師・介護福祉士候
補を試験的に受け入れており、国家試験対策指導や職場定着、異文化理解などの難しさが問題
とされている。さらに 2015 年末には ASEAN（東南アジア諸国連合）経済統合により MRAs
（職業資格相互認証協定）も発効し、看護師・医師などの域内移動が可能となった。こうした
動向を受けて、本研究では外国人保健医療人材の送り出し・受け入れを、東アジア（東南アジ
アを含む）における事例・課題に焦点をあてて研究調査することとした。当初、看護・介護の
補助的人材として移動が拡大すると予測していたカンボジア・ミャンマーについては、統計的
に把握が難しいなどの問題から、実際の研究調査では最小限の情報収集にとどめることとした。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究は東アジア域内を移動する保健医療人材のうち、人材獲得競争が激化している看護・
介護人材に焦点をあて、日本の EPAおよび ASEAN域内MRAsのインパクトがもたらす人流
の変化・問題点について分析した。国家間の言語や構造、教育、職場文化やライフスタイルな
どの相違に着目し、看護・介護人材の渡航先での社会適応・職場定着への影響を調査した。調
査対象地域は研究蓄積の比較的少ない非英語圏諸国、すなわち看護・介護の単純・熟練労働者
を送り出すインドネシアとベトナム、医療観光・留学の受け入れを狙うタイにおける実態解明
を主眼とし、その他マレーシア、ブルネイ、カンボジア、ラオス、日本などでも調査を行った。 

 
 
３．研究の方法 
 
文化人類学・看護学・経済学などの専門分野をもつ研究メンバーが諸外国および日本で現地
調査（保健医療機関・学校・関係省庁などにおける参与観察、聞き取り、アンケート調査など）
を行った。インドネシア、ベトナム、タイを中心に、ASEAN 諸国の保健医療関連省庁、専門
教育機関、病院・介護施設などを調査し、年 2回程度の国内研究会議でそれについて分析・議
論した。さらに、タイ保健省看護政策・教育担当者、インドネシア看護高等教育機関、ベトナ
ム高齢者福祉支援 NGO、EPA 看護師・介護福祉士およびその所属機関（病院・介護施設）、
EPA国家試験支援 NPOなどと連携し、公開ワークショップや日本の保健医療事情紹介、国試
対策会なども開催し、研究成果を社会還元した。 
 
 
４．研究成果 
 
本研究では次の 3つの主要な特色があることが明らかになった。 
（1）まず、諸経済協定を利用した受け入れでは人材の一時的な大量確保は可能だが定着し
にくく、受け入れ諸国の現地民の流出とあいまってチェーンマイグレーションを引き起こす傾
向がみられた。また、ヘルスアテンダントや家事・介護労働者といった多様な補助人材を併用
することにより、外国人人材がこうした職位に恒久的ではないにせよ就くことが多くなる傾向
は否めず、これらの職位を統合しようという動きもみられない。ASEAN 諸国の中では、保健
医療人材の労働条件を改善したタイのみが人材流出・流入の抑止に成功したといえる。 
（2）（1）でみた国内外人材の流動性の高さなどと関連して、日本と比べて看護師・介護士
個々人の残業や担当患者・入居者が少なく、年齢が上がるにつれ事務・管理中心の業務内容へ
移行すること、また（外国人人材の）本国への一時帰国や女性の出産・育児などに対して長期
休暇・休職が認められやすいことなど、職場文化における大きな相違がみられた。ASEAN 諸
国の間でも、受け入れ国・送り出し国間の疾病構造や専門教育の相違による職場適応の障壁が
みられた。 
（3）送り出し諸国における人材育成過程をみると、フィリピンでは専門教育課程が初めか
ら海外就労を前提としたアメリカなど英語圏先進諸国向けの保健医療技術の習得に焦点をおく
のに対して、インドネシアやベトナムは母子保健や農村医療、救急救命など自国の需要に対応
した教育内容となっており、海外就労先の需要や目的意識に必ずしも適合しないという課題を
抱える。また、労働条件の改善や海外就労の需要拡大に教員・インフラの補充が追いつかず、
教育実習・インターンシップなどが有効に実施されていないといった問題が生じるケースもあ
った。 
以下概説すると、まず（1）の点について、シンガポールでは 42,330 人（2016 年）の看護
師・准看護師・助産師などが現地看護師協会に登録している（図 1）。そのうち 9,000人近くが



准看護師であり、うち永住許可者 4,891人（民族出自別では主にマレーシア人・インドネシア
人とインド人、全体の約半数）、フィリピン人その他外国籍者 2,557 人（全体の約 3 割）が占
めている（図 2）。外国人准看護師には、先進諸国で高等専門教育を受けたがその教育機関の質・
単位数などの認定が難しいためにいったん准看護師枠に入れられたケースなどもある。その他、
ヘルスケアアテンダントやハウスキーパーといった多数の補助人材はミャンマー人、インドネ
シア人などからなる。外国人看護人材は英語話者が中心であり、近隣諸国である本国との間を
往来しており、よりよい職を求めて英米豪や中東へさらに移動することも多い（奥島 2018a「学
歴か現場か、出稼ぎか？――ASEAN 看護師の諸相とライフスタイルの選択」科研研究会議報
告、5月 26日）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
         

 
 

図 1．国籍別シンガポール勤務看護人材推移  図 2．図 1の看護師・准看護師の割合（2016） 
 
 同様にしてマレーシアとブルネイも、英語圏からの人材と、同じマレー語話者であるインド
ネシア人を中心として外国人看護師を受け入れており、マレーシアは統計非公開だが看護人材
全体の推定 1割弱、ブルネイは 2割弱が外国人からなっている。一方、自国民はやはり英米豪
へ、また中東やシンガポールへも流出する傾向がある。ただし、全般に人手不足に悩むマレー
シアでは看護助手のほか、農村医療の拡充のために 2018 年まで地域看護師の養成課程も開か
れており、これらの職位の統合が今後の課題である。ブルネイでは、従来高度医療を国外の機
関に頼ってきたことと、糖尿病などの成人病の急増から、専門看護師の需要が高まっており教
育・養成制度の見直しも課題となっている（奥島 2018a）。 
対照的に、1970年代以降、保健医療人材の労働条件の改善をはかってきたタイでは、他国へ
の医師・看護師の流出が著しく減っている。これは保健医療分野における公共事業費の占める
割合とも関係しており、公共事業費に大幅に依存するマレーシアやブルネイでは外国人人材を
受け入れても自国民の人材流出に歯止めがかからない（下記「５．主な発表論文等」の雑誌論
文⑲、金子 2015参照）。タイでは郡・町レベルの公立病院・保健所の看護師を地元高齢者の介
護に援用する政策も進められている（永井 2018「タイの看護師教育と高齢者介護」科研研究会
議報告、9月 29日）。 
 次に（2）について、（1）でみた受け入れ諸国の外国人看護人材は、当初は現場におけるケ
アを主に担当するが、食事や排泄などの介助および夜勤はヘルスケアアテンダントなどの看護
職員や患者の家族や付添婦などに任せ、また年齢があがるにつれて事務・管理などの業務に移
行してゆく傾向がみられる。また、宗教の違いによる食事や礼拝への配慮、宗教上の主要行事
（クリスマス、断食明け大祭など）の際にとる長期休暇などについては患者と同様に保証され
ている。一人当たりの担当患者・入居者の人数も日本に比べると大幅に少ないが、これは日本
とシンガポールを除く受け入れ諸国では、医療機関の病床は急性期が中心で、入院期間が短い
ことなども関わっている（奥島 2018a）。 
さらに（3）の送り出し諸国における人材育成過程について、フィリピンでは専門教育課程
が初めから海外就労を前提としたアメリカなど英語圏先進諸国向けの保健医療技術の習得に焦
点をおくのに対して、インドネシアやベトナムは母子保健や農村医療、救急救命など自国の需
要に対応した教育内容となっており、海外就労先の需要や目的意識に必ずしも適合しないとい
う課題を抱える（下記雑誌論文⑱、奥島 2015、新美達也 2015「ベトナム人の海外就労――送
出地域の現状と日本への看護師・介護福祉士派遣の展望」『アジア研究』60（2））。送り出し諸
国政府は、心臓病や癌などの手術とケア、人工透析など高度医療は、海外で学び本国に還元す
ることも期待しているが、実際問題としてそれを本国で実践するだけの環境整備が進んでいな
いことも多い。 
また、送り出し国では教員・インフラの補充が追いつかず、教育実習・インターンシップな
どが有効に実施されていない事例もあった。実習中に指導教官が付き添って監督していない、
受け入れる医療機関側の人手が足りない、また賄賂などを渡して実習終了証明・卒業などの便
宜をはかってもらう、などの慣習が地方部などに一部みられた。他方、国内およびシンガポー
ルやマレーシアなどの海外就労先ではサービス残業や夜勤が少なく、女性の出産・育児や家族
介護などのライフステージに際しても「細く長く」勤務を続けやすい傾向がみられた（奥島
2018b「東南アジアにおける保健医療制度の変遷と人材育成の課題」科研研究会議報告、9 月
29日）。 



このような本国事情を反映して、日本で働く EPA 看護師・介護福祉士（候補を含む）のス
キル・職場適応・異文化体験などを分析すると、まず日本や最近のシンガポールなどにおける
看護・介護で大きな比率を占める老年看護、保健医療福祉関連法規、チーム医療などに関する
基礎教育・経験が、個人・国家間で程度の差はあれ全般に不足しており、勤務・昇進などの壁
となっていることがわかった。例えば、排泄障害に関するケアは経験がなくとも訓練によって
習得できるが、嚥下障害のケアは誤嚥の予防やリハビリが重要になるため知識・経験が要求さ
れる。また職場文化についても、長時間勤務や大人数の患者・入居者を担当するなども含めた
日本的「勤勉さ」に対する違和感を覚えたり、自分自身の家族と過ごす時間を優先したいと考
えている。対照的に所属機関の管理者・指導者たちは、一時帰国のために職員の平均的休暇よ
り大幅に長い休暇を相談なしにとろうとする習慣や、日本人に比べて相対的に勤勉でないこと
に対して違和感を覚えている（石川 2018「日・尼・比・越の高齢者看護学教育と高齢者看護の
実践にかかわる課題」科研研究会議報告、9月 29日）。 
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